
２０２０年９月４日 
 
 
 
 

共栄火災海上保険株式会社（本社：東京都港区新橋１－１８－６、社長：助川 龍二）
は、信用金庫が取引先中小企業に対して自然災害リスクへの備えに向けた周知等を行う際
の支援ツール「中小企業向けリスクチェックシート」を一般社団法人全国信用金庫協会と
共同で製作し、中小企業の安全対策を支援しています。 
 

 リスクチェックシートによる安全対策の支援 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

近年、日本全国で自然災害が多発しており、中小企業においても予期せぬ自然災害に
対する備えが重要になっています。 
このような中、昨年７月に「中小企業の事業活動の継続に資するための中小企業等経

営強化法等の一部を改正する法律」（中小企業強靭化法）が施行され、自然災害等にお
ける中小企業の事業継続力の強化を図ることを目的に「事業継続力強化計画認定制度」
が新設されました。同制度の認定を受けた中小企業は、防災・減災設備に対する税制優
遇、信用保証枠の拡大等の金融支援補助金（ものづくり補助金等）の審査上の加点―
などの支援を受けることができるようになりました。 

 

全国信用金庫協会と共同で製作した「中小企業向けリスクチェックシート」 

 

News Release 



一方、同法に基づき中小企業庁が定めた「中小企業の事業継続力強化に関する基本方
針」では、損害保険会社や地域金融機関等に対して、災害対策の普及・啓発などの支援
が期待されています。 

 
このたび製作した「中小企業向けリスクチェックシート」は、信用金庫が取引先中小 

企業に対して自然災害リスクへの備え
に向けた周知等を行う際の支援ツール
となります。本チェックシートにより、
中小企業事業者は、自然災害リスクに
備え、事業継続力を強化することの重
要性を理解するとともに、自社の対応
状況を確認することができます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

当社は、協同組合・協同組織を基盤とする保険会社として、産業組合を誕生の起源と
する信用金庫とともに歩んできた保険会社であり、本チェックシートの活用促進をはじ
め、全国の信用金庫とともに中小企業の事業継続力強化に向けた取組みを支援してまい
ります。 

 
 

中小企業事業者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

質問項目に沿って安全対策を自らチェック 

設備投資 

・ 

資金対策 

リスクチェックシートのチェック項目 

①防災・減災対策の目的 

②自然災害リスクへの事前対策 

③自然災害発生時の初動対応への対策 

④事業の継続・復旧に向けた対策 

⑤事業継続力の強化のための計画の策定 



 中小企業のニーズに合致した商品改定を順次実施 

当社は、事業リスクに関するニーズに合致した保険商品の提供はもとより、信用金庫
の取引先事業者に対する質の高いサービスの提供を目指しています。 

本年８月には、中小企業向けの事業性火災保険として、信用金庫会員への保険料割引
を適用した「信用金庫会員向け企業財産保険」の販売を開始しました。また、中小企業
における労働災害リスクをカバーする保険商品として、全国信用金庫協会を通じて全国
の信用金庫に提供している「業務災害補償保険（ビジネスプラン）」を本年１０月にリ
ニューアルし、販売パターンの追加や「雇用慣行賠償責任補償」の新設など、中小企業
事業者の多様な補償ニーズに応えた商品改定を実施する予定です。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

◆ ◆ ◆ 
 
当社は、当社と全国の信用金庫指定代理店２１２会員で組織する「全国信栄研究会」を

通じて、信用金庫が行う中小企業支援に積極的な協力を実施しており、今後も全国の信用
金庫との連携を図り、中小企業事業者のニーズに合致した補償提供など、信用金庫の取引
先中小企業の事業支援に努めてまいります。 
 

以上 

本年１０月にリニューアルする「業務災害補償保険（ビジネスプラン）」 


